
第１回 安中市庁舎に関わる市民懇談会 

 

次    第 

               日時 令和２年６月２３日（火） 

午後６時３０分から 

会場 安中市役所本庁 

３階 委員会室 

１ 開  会 

 

２ 市長あいさつ 

  安中市長 茂木 英子 

 

３ 委員紹介（別紙名簿参照） 

  

４ 会長・副会長の選出 

 

５ 会長・副会長あいさつ 

 

６ 議  事 

 

 （1）懇談会設置要綱、懇談会の運営等について【資料Ｎo：１.２.３.４】 

 

 （2）庁舎に関わるこれまでの経緯について【資料Ｎo：５.６.７】 

 

 （3）庁舎に関わる現状と課題について【資料Ｎo：８.９.１０.１１.１２】 

 

 （4）庁舎内覧【資料Ｎo：１３】 

 

７ その他 

    次回の会議日程について 

（日時：令和２年７月２９日（水）午後６時３０分から２時間程度） 

（場所：安中市役所本庁３階 委員会室） 

 

８ 閉  会 



【配布資料一覧】 

・資料 0-1 次第 

・資料 0-2 委員名簿 

・資料１  安中市庁舎に関わる市民懇談会運営方法（案） 

・資料２  安中市庁舎に関わる市民懇談会設置要綱 

・資料３  検討フロー（案） 

・資料４  懇談会開催スケジュール（案） 

・資料５  庁舎に関わるこれまでの経緯 

・資料６  「庁舎建替に関する報告書」の写し 

・資料７  庁舎に関わるこれまでの広報（広報あんなか抜粋） 

・資料８  現庁舎の概要 

・資料９  県内１２市の庁舎の竣工状況 

・資料 10  庁舎整備に関わる計画上の位置づけ 

・資料 11  現庁舎の課題として考えられること 

・資料 12  安中市役所(旧庁舎・中庁舎)耐震診断業務委託報告書の写し(抜粋) 

・資料 13  本庁舎の配置図 



（敬称略）

氏　名 所属団体等 備考

1 　小川　博 安中市区長会　岩野谷地区代表区長

2 　吉田　茂 安中市社会福祉協議会　会長

3 　河井　香織 安中市PTA連合会　理事

4 　小林　和樹 安中市商工会　会員

5 　髙橋　正章 安中市松井田商工会　会長

6 　前島　正樹 安中市青年会議所　理事長

7 　佐俣　利幸 連合群馬西部地域協議会　副議長

8 　三好　建正 一般社団法人群馬建築士会安中支部　支部長

9 　恩幣　宏美 安中市行政改革審議会　委員

10 　竹内　佳重 安中市景観計画策定委員会

11 　半田　樹衣 公募市民委員（群馬大学社会情報学部社会情報学科）

12 　藪　ほの郁 公募市民委員（高崎経済大学地域政策学部）

13 　久米　史可 公募市民委員

14 　三辻　茂 公募市民委員

15 　石井　清和 公募市民委員

16 　小竹　裕人 群馬大学社会情報学部　准教授

17 　北野　敦則 前橋工科大学工学部建築学科　准教授

18 　大石　祐子 （懇談会設置要綱第３条第２項第４号）

- 　粟野　好映 安中市副市長

事 　阿部　哲也 総務部長

　田中　秀人 総務部企画課長

務 　大野　祐司 総務部企画課企画調整係長

　金田　佑介 総務部企画課企画調整係主任

局 　櫻井　裕一 建設部建築住宅課長

　田嶋　龍一 建設部建築住宅課建築係長

オブザー

バー
　大山　詠司

総務省地域力創造アドバイザー

（事業創造株式会社代表取締役社長）

安中市庁舎に関わる市民懇談会委員名簿
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安中市庁舎に関わる市民懇談会 資料１ 

 

安中市庁舎に関わる市民懇談会運営方法（案） 

  

１ 会議の運営  

会議は、原則公開とする。  

    

２ 会議録の調製等  

⑴ 事務局は、次に掲げる事項を記載した会議録を調製するものとする。  

① 開催の日時及び場所  

② 出席委員等の氏名  

③ 議題及び議事の要旨  

④ その他会長が必要と認めた事項  

⑵ 作成した会議録は、市ホームページ及び企画課において公開する。  

  

３ 傍聴  

⑴ 会議は、傍聴することができる。ただし、会議を公開することにより、公

正かつ円滑な運営に著しい支障が生ずると認められる場合は、会議を公開

しないことができる。  

⑵ 会議を公開しない場合においては、あらかじめ議長が会議に諮り決するも

のとする。  

  

４ 傍聴の手続  

⑴ 会議を傍聴しようとする者は、会議開催場所の傍聴人受付において、住所

及び氏名を傍聴人受付簿（別記様式）に記入しなければならない。  
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⑵ 傍聴人の定員は、定めない。ただし、会場における適正人員を超えるとき

は、傍聴人の数を制限することができる。  

⑶ 次のいずれかに該当する者は、傍聴席に入ることができない。  

① 銃器その他、人に危害を加え、または迷惑を及ぼすおそれのある物を携

帯している者  

② プラカード、旗及びのぼりの類を携帯している者  

③ 酒気を帯びていると認められる者  

④ 会議を妨害し、又は人に迷惑を及ぼすと認められる者  

 

５ 傍聴人が守るべき事項  

   傍聴人は、次の事項を守らなければならない。  

⑴ 会議における言論に対して、拍手その他の方法により、公然と可否を表明

しないこと。  

⑵ 私語、談笑等会議の妨害となるような行為をしないこと。  

⑶ 写真、動画等を撮影し、又は録音等をしてはならない。ただし、議長の許

可を得たときは、この限りではない。  

⑷ 傍聴人は、会議を公開しない決定があったときは、傍聴することができな

い。  

⑸ 委員の個人情報や発言内容等を本人の許可なくＳＮＳ等に投稿等をしない

こと。 

⑹ 前各号に定めるもののほか、会場の秩序を乱し、又は会議の妨害となるよ

うな行為をしないこと。   
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（別記様式）

傍聴人受付簿  

令和２ 年    月    日  

№  住   所  氏   名  備 考  

1        

２        

３        

４        

５        

６        

７        

8        

9    

10    
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安中市庁舎に関わる市民懇談会の傍聴における遵守事項  

  

傍聴人がこの遵守事項に違反したときは、退場していただく場合があります。  

  

１ 傍聴の手続  

  会議を傍聴しようとする者は、傍聴者受付簿に住所及び氏名を記入の上、 

係員の指示に従って会場に入場してください。  

  

２ 傍聴人が守るべき事項  

傍聴に際しては次の事項を守ってください。  

⑴ 会議における言論に対して拍手その他の方法により、公然と可否を表明し

ない。  

⑵ 私語、談笑等会議の妨害となるような行為をしない。  

⑶ 議長の許可なく、写真、動画等を撮影し、又は録音等をしない。  

⑷ 会議を公開しない決定があったときは、傍聴することができない。  

⑸ 委員の個人情報や発言内容等を本人の許可なくＳＮＳ等に投稿等しない。 

⑹ 前各号に定めるもののほか、会場の秩序を乱し、又は会議の妨害となるよ

うな行為をしない。  
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安中市庁舎に関わる市民懇談会 資料２ 

 

安中市庁舎に関わる市民懇談会設置要綱 

  

（設置） 

第 1 条 安中市の庁舎のあり方を総合的な見地から調査・検討するに当たり、

市民の意向・意見を取り入れることを目的として、安中市庁舎に関わる市民懇

談会（以下「懇談会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 懇談会は、次に掲げる事項について調査・検討し、市長に提案するもの

とする。 

（１） 庁舎に関わる基本的事項に関すること。 

（２） 庁舎の位置に関すること。 

（３） 庁舎の規模及び施設計画に関すること。 

（４） 庁舎の機能に関すること。 

（５） その他庁舎のあり方に関わる必要な事項に関すること。 

（組織） 

第３条 懇談会は、委員２０人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる委員をもって組織する。  

（１） 市民団体等の代表者又は推薦を受けた者 

（２） 公募による市民 

（３） 学識経験を有する者 

（４） その他市長が必要と認める者  

（任期） 

第４条 委員の任期は、第２条に定める事務が終了するまでとする。ただし、当

該終了の日以前に委員がその職を退いたときは、その後任者が引き継ぐもの

とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 懇談会に会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。  

２ 会長は、懇談会を総理し、懇談会を代表する。  

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、

その職務を代理する。  

（会議） 

第６条 懇談会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者に会議への出席を求め、

説明又は意見を聴き、又は必要な資料の提出を求めることができる。 
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（庶務） 

第７条 懇談会の庶務は、総務部企画課において処理する。  

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、懇談会の運営に関し必要な事項は、会長

が会議に諮って別に定める。  

附 則 

この要綱は、令和元年 12 月１日から施行する。  



安中市庁舎に関わる市民懇談会 資料３ 

検討フロー（案）（懇談会で何を検討していくのか） 

 

第 1回懇談会テーマ:現庁舎の現状と課題の把握 

 

 

 

 

 

 

第 2回懇談会テーマ:市役所庁舎の機能・役割に何を求めるか 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第 3回懇談会テーマ:今後の方向性  ※以下はあくまで整理のイメージ 

  

 

 

                       

 

 

 

 

 

 

    

 

第 4回・第 5回懇談会テーマ：提案書案の意見交換・取りまとめて市長へ提案 

①現在の行政庁舎全般に対する市民からみた課題や意見を把握します。 

②耐震診断結果による耐震性能等についての共通認識を図ります。 

③老朽化に伴う問題点や課題を抽出・把握します。 

①全国の庁舎整備事例を見てみます。 

②理想的な庁舎とは何か考えます。 

③庁舎に必要な機能・あったほうが良い機能や施設は何かを検討します。 

 【必要な機能や役割について】  

・窓口（市民サービス）機能の向上のためにはどうすればよいか 

  ・防災・災害対策機能として何が必要か 

  ・議会機能や執務機能として何が必要か 

 【あった方がよい機能や施設について】 

  ・ほかに庁舎にどんな施設や機能・役割があったら市民に喜んでもらえるか  

 

① 老朽庁舎（旧庁舎・中庁舎）を建て替える 

 

② 老朽庁舎（旧庁舎・中庁舎）

は建て替えない 

①-1 新たな場所へ全

面移転する 

・位置、規模、機能、

整備手法、財源など 

・現庁舎の利活用 

 ・規模、機能、施設 

②-1 老朽庁舎を補強、修繕し継

続使用する 

②-2 老朽庁舎は使用しない又

は取り壊して既存市有施設を活

用する 

①-2 現在の位置に

老朽庁舎だけを建

て替える 

・規模、追加機能、

財源など 



安中市庁舎に関わる市民懇談会 資料４ 

 

懇談会開催スケジュール（案） 

 

 

時 期 懇談会等 主な協議内容 

令和２年 

６月２３日 
第１回市民懇談会 

・現庁舎の現状と課題について(事務局) 

・意見交換:現庁舎の現状と課題の把握 

・庁舎内覧 

   ７月 第２回市民懇談会 

・庁舎のあり方について(オブザーバー) 

・意見交換:市役所庁舎の機能・役割に何を

求めるか 

   

８月 

 

第３回市民懇談会 

・意見交換:今後の方向性 

   

９月 

 

第４回市民懇談会 

・提案書案の説明 

・意見交換:提案書について 

   

１０月 

 

第５回市民懇談会 

・意見交換:提案書について 

  

１０月下旬 

 

   

・市長へ提案書提出 

 

※ 開催時期、開催回数、主な協議内容等は、懇談会での協議・検討内容の進み具合で変更

となる場合があります。 

※ 懇談会資料は、協議・検討内容に合わせて可能な範囲内で準備します。 



安中市庁舎に関わる市民懇談会 資料５ 

 

         庁舎に関わるこれまでの経緯 

 

   年 月             主な経緯 

平成 19 年 2 月 23 日 平成 18 年度～平成 19 年度にかけて、建築物の耐震改修の促

進に関する法律（耐震改修促進法）に基づき、昭和 56 年以前

の旧耐震基準で建設された行政施設 7 か所及び学校施設 18 校

の耐震診断が実施され、本庁旧庁舎と中庁舎について 

（財）群馬県建設技術センターより判定結果通知が出る。 

※判定結果（資料 12） 

旧庁舎：「耐震診断報告書の内容は妥当であり、本建築物

の耐震性能は非常に低く、大規模な改修が必要で

す」 

中庁舎：「耐震診断報告書の内容は妥当であり、本建築物

の耐震性能は低く、補強が必要です。」 

平成 20 年 9 月 安中市耐震改修基本計画を策定し、学校、保育園、病院の建て

替え及び耐震補強に順次着手 

平成 21 年 3 月 旧庁舎の建て替え及び中庁舎の耐震補強事業を総合計画実施計

画に搭載 

平成 27 年 5 月 22 日 第 1 回庁内事前準備組織による検討会議、以後平成 29 年 6 月

28 日まで 8 回の会議を開催 

平成 28 年 8 月 10 日 庁内事前準備組織により埼玉県北本市視察 

平成 28 年 11 月 8 日 庁内事前準備組織により茨城県稲敷市視察 

平成 29 年 6 月 28 日 庁内事前準備組織により長野県小諸市視察 

平成 29 年 9 月 26 日 庁内事前準備組織より「庁舎建替に関する報告書」を市長に提

出（資料６） 

平成 30 年 10 月 1 日 広報 10 月号に「災害に備える」掲載（資料７） 

平成 31 年 3 月 1 日 広報 3 月号に「災害に備える-その 2-」掲載（資料７） 

令和元年 9 月 1 日 広報 9 月号に「災害に備える-その 3-」掲載（資料７） 

令和元年 12 月 1 日 広報 12 月号に「庁舎に関わる市民懇談会の委員を募集します」

掲載 

令和 2 年３月 30 日 安中市庁舎に関わる市民懇談会委員委嘱 

令和 2 年６月 23 日 第 1 回安中市庁舎に関わる市民懇談会開催 

 



安中市庁舎に関わる市民懇談会 資料６ 

 

「庁舎建替に関する報告書」の写し 
 
 

※この報告書は、平成２９年９月２６日付け、市職員で組織した「庁内事前準備組織」

が市⾧に提出したものです。 

 

※この報告書には、視察を行った北本市、稲敷市、小諸市への視察時の質疑事項

とその回答、視察資料が付帯していますが、資料枚数が多いため、この資料か

らは割愛しています。 

 

※この報告書の内容は、現時点において、「参考としますが、この内容に拘束さ

れることはないと考えています。」と位置付けています。 
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平成２９年９月２６日 

 
 安中市長 茂木英子 様 

 
                         財務部長 
                         中 嶋  薫 

 
庁舎建替に関する報告書 

 
 上記について、事前準備組織としての検討結果が出ましたのでご報告申し上

げます。 

 
【経 緯】 平成２７年第１回定例会の一般質問（田中伸一議員）において、庁

舎建替の課題検討に着手するとの答弁を受け、事前準備組織を立

ち上げる。 
【構成員】 財務部長・総務部長・建設部長・財政課長・企画課長 
      建築住宅課長・管財係（事務局） 
【会 議】 平成２７年５月より平成２９年８月まで全８回開催 
【視 察】 埼玉県北本市、茨城県稲敷市、長野県小諸市の３市の新庁舎を視察 
【内 容】 ・建設場所について議論 

（１）現在の本庁舎敷地 
    利 点：所在地番等、位置条例をはじめ種々の変更が不要。 

   問題点：用途地域が第１種住居地域であるため、延床面積が 
３，０００㎡以上の建築が出来ない。［通常は個別不適 
格建築物のために用途地域を変更することはない］ 

            仮設庁舎を建設する必要がある。 
            備品・什器の移設など、２度の引っ越しが必要となる。 
            建設期間中、来客者用駐車場を確保する必要がある。 
     （２）旧群馬県立安中高等学校跡地 
        利 点：業務を続けながらの建設が可能である。 
            仮設庁舎を建設する必要がない。 
            現在の庁舎から近距離にある。 
            第２種住居地域のため、３，０００㎡以内の制限がな 

い。 
備品・什器の移設など、引っ越しが１度で済む。 
建設期間中、来客者用駐車場を確保する必要がない。 
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        問題点：群馬県の財産であり、土地の購入が必要。また、校舎

の解体も必要となり、多額の費用が発生する。 

     
（３）その他の場所 

        利 点：業務を続けながらの建設が可能である。 
            仮設庁舎を建設する必要がない。 
                       備品・什器の移設など、引っ越しが１度で済む。 

建設期間中、来客者用駐車場を確保する必要がない。 
        問題点：現在の本庁舎周辺には適当な広い場所がない。 
            現在の本庁舎から離れた場所の場合、現在の場所に慣

れた市民の反応がどうか。 
            市有地でない場合、多額の購入費が必要となる。 

購入までに用地交渉・手続きなどに長期間を要する 
可能性が高い。 

 
     ・規模について議論 
      どの庁舎の組織までが新たな庁舎に入るかを議論 
      旧庁舎・中庁舎・新庁舎・保健センター・松井田支所・谷津庁舎の

職員数、建物の建築年数、市民の方の利用し易さなどについて。 

 
     ・財源について議論 
      庁舎建設基金・地域振興基金・地方債・一般財源を利用して建設す

ることを確認。合併特例債はほぼ不可能。ＰＦＩなどの民間資金の

活用についても議論。 

       
     ・構造について議論 
      RC（鉄筋コンクリート造）、SRC（鉄骨鉄筋コンクリート造）の工

法について確認。 

 
【検討結果】・建設場所について 
      旧群馬県立安中高等学校跡地への建設を最善とする。 
     （敷地面積 19,912 ㎡ 道路北側運動場 2,120 ㎡を含む）  
     ・規模について 
      行政機能の効率化の観点から全ての部署を新たな庁舎に集中させ

るのが理想である。 
      今後の議論で必要面積が出されるものと考えるが、当面現在の旧庁 
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舎・中庁舎・新庁舎・保健センター・松井田支所内に所属する部署 
が入ることを前提とし、9,500 ㎡規模の庁舎を建設する。（規模算定 
については添付資料のとおり。） 
耐震基準を満たしている庁舎等の利活用策については別途検討す 
る。 

     ・財源について 
      庁舎建設基金・地域振興基金・地方債・一般財源を利用して建設す 

る。なお、基本構想・基本計画が出た段階で、国県支出金等の特定 
財源の検討が必要（上記規模を前提とした、総事業費の積算資料を 
添付。） 

     また、民間事業者の資金やノウハウを活用し、民間委託・ＰＦＩなど

での整備についても検討が必要。 
    ・構造について 
     RC,SRC のどちらでも建設は可能と思われるので、規模等を勘案し 

検討が必要。 
    ・今後の方向性について 
     引き続き詳細で十分な検討をする必要があるので、本格的な検討を 

進めるための組織づくりが必要と思われます。 
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＜総務省基準による算出＞

区分 役職 人数 換算率 換算人数
面積
（㎡）

三役・特別職 3 20 60

部長・次長級 9 9 81

課長級 30 5 150

係長・課長補佐級 72 2 144

一般職員 254 1 254

製図員 0 1.7 0

計 368 689

面積計 3,101

（イ）倉庫
（ア）の面積
（㎡）

3,101 指数 0.13 403

（ウ）会議室等
　　　　　　　　　　　　　*1

職員数（人） 368 標準面積 ７㎡／人 2,576

（エ）玄関等
　　　　　　　　　　　　　*2

（ア）＋（イ）＋（ウ）
（㎡）

6,080 指数 0.4 2,432

（オ）議場堂
　　　　　　　　　　　　　*3

議員数
（人）

22 標準面積 ３５㎡／人 770

9,281

　　　倉庫：事務室の面積の１３％

　　〔＊現状の旧庁舎・中庁舎・新庁舎・保健センター・産業部・松井田支所・支所内の教育委員会の職員数で算出した場合〕

換算人数×４．５㎡／人

　　　湯沸室、受付：場所ごとの面積上限が定められている。
　　　窓口業務等の固有業務：必要に応じて算出
　　　機械室、電気室等：面積により定められている。

庁舎面積の考え方について

※防災機能や市民スペースは配慮していない。
*1　会議室、電話交換室、便所、洗面所、その他の諸室をいう。
*2　玄関、広間、廊下、階段その他の通行部分をいう。
*3　議場、委員会室及び議員控室をいう。

　　　会議室等：職員１人あたり７㎡
　　　玄関等：事務室、倉庫及び会議室等の合計の４０％
　　　議場堂：議員１人あたり３５㎡

　（１）庁舎建設事業費の標準的な事業費について（平成２２年４月１日総務副大臣通知「平成２２年
      度地方債同意等基準運用要綱等について」）による方式

　　◎各面積
　　　事務室：職員数が基本になる。

　　　　　　　　役職により認められる面積が決められており、役職を一般職員に換算し、一般職員１人あたり
                の４．５㎡を乗じて算出

（ア）事務室

合計

　　　事務室：職員数により決まっている。

　　　　　　　　役職により認められる面積が決められており、役職を一般職員に換算し、一般職員１人あたり
                の４．０㎡を乗じて算出

　　　会議室：職員の換算人数により１０人ごとに４㎡を乗じて算出
　　　電話交換室：換算職員数により決められている。

　　　議事堂等：基準がない。

　　　宿直室、便所及び洗面所は：人数により決められている。

　（２）「新営一般庁舎面積算定基準」（国土交通省）による方式
　　◎各面積

　　　倉庫：事務室の面積の１３％

　　　玄関、広間、廊下、階段室等：総面積の３５％
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＜国土交通省基準による算出＞

区分 役職 人数 換算率 換算人数
面積
（㎡）

三役・特別職 3 20 60

部長・次長級 9 9 81

課長級 30 5 150

補佐・係長級 72 3 180

一般職員 254 1 254

製図員 0 1.7 0

計 368 725

面積計 2,900

（イ）会議室 100人あたり40㎡、10人増すごとに4㎡×1.1 419.2

（ウ）電話交換室
換算職員が
320～400人

359 標準面積 40㎡ 40

（エ）倉庫 （ア）の面積 2,900 指数 0.13 377.0

（オ）宿直室 13.3

（カ）湯沸室 15

（キ）受付 6.5

（ク）便所及び
　　　洗面所

職員数
（人）

368 標準面積 46㎡ 46

3,817.0

（ケ）議事堂
　　　　　　　　　　　　　*4

議員数
（人）

22 標準面積 35㎡／人 770

（コ）固有業務
　　　　　　　　　　　　　*5

2,576

（サ）機械室 標準面積 547㎡ 547

（シ）電気室 標準面積 96㎡ 96

（ス）自家発電室 標準面積

（セ）玄関等
　　　　　　　　　　　　　*6

(ア)～(ス)の計 7,806.0 指数 0.35 2,732.10

10,538.10

同上

(ア)～(コ)の面積計が
3,000㎡以上の場合

*6　玄関、広間、廊下、階段室等をいう。

＊5,000以上でないと基準が無い

*4　基準が無いため、総務省基準を準用
*5　業務支援機能、窓口機能、防災機能、保管機能、福利厚生機能等をいう。

（ア）事務室

　　　　　合　計：３，６１０．６３㎡

（参考）
　現状の延床面積
　　　　　旧庁舎：２，４３７．６９㎡
　　　　　中庁舎：１，１７２．９４㎡

合計

換算人数×4.0㎡／人

小計

1人10㎡、1人増すごとに3.3㎡（2名を想定）

5㎡×3か所(3階建の場合)

最小6.5㎡

（職員１人あたり７㎡で算出）
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庁舎建替準備会議 経過 

 
第１回 
   ・平成２７年 ５月２２日（金） 
   内容：① 建設の期限を今の時点で決めるのか。 
        結論出さず。 

② 建替庁舎にどこまで機能を集約させるのか。 
  今後松井田支所や谷津庁舎の利活用を基に検討する。 
③ 合併特例債の利用にこだわるか否か。 

        利用には固執しない。 
④ 準備組織でどの段階まで議論を詰めるのか。 

        場所と中身、既存施設の利活用までは決めたい。 
⑤ 場所は現庁舎の場所か安高跡地か。もしくはその他の場所か。 
  安高は体育館がネックとなる。現庁舎場所だと仮設庁舎が 

必要となる。今後検討。 

 
第２回 
   ・平成２８年 ３月３０日（金） 
   内容：① 平成２８年度でどこまで検討・結論を出すのか。 
        特にいつまでとのこだわりはない。また、合併特例債利用の 
        こだわりも上司はないようだ。 
   その他考えられる意見交換。特に結論までは出さず。 
        ・建設場所を決めないと規模の検討に入れない。 
        ・支所の面積が大きいので分庁方式が適当か。 
        ・建替庁舎の面積も分庁か否かで異なってくる。 
        ・いつの供用開始を目指すのか。 
        ・旧安高とする場合、現庁舎の跡地はどう活用するか。 
        ・規模等のデータと視察先を検討すべき。 

 
―――――――――平成２８年 ４月１４日  熊本地震―――――――――   
第３回 
   ・平成２８年 ５月２６日（木） 
   内容：① 熊本地震で庁舎が使用出来なくなった市町村が多くあった。 
        検討を加速させる。災害があれば防災機器室もサーバ室も 
        使用不能となる。視察の際は防災の件を詳しく聞く必要が 
        ある。 
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      ②  理想は建替庁舎に全ての部署を集中させることだと思うが、 
        松井田庁舎は資産有効活用の面からも分庁舎として使用すべ 

きではないか。現在の集中してない状況での問題点はどのよ 
うなことがあるか。 
産業政策部が支所にあることに対しての苦情は多い。農林課と 
農業委員会は同一の庁舎にあった方が良い。 

      ③ 安高跡地と現敷地内の２案が現実的だと思うが。 
        安高の場合体育館は耐震性はあるが壊すのか。 

 
第４回 
   ・平成２８年 ６月３０日（木） 
   内容：① 先進地視察について 
        近隣６カ所、遠方１カ所について説明し検討する。 
        結果、視察先は埼玉県北本市とし、８月中旬までを目処に 
        調整することとする。出席者の予定を確認し調整。北本市への 
        質問事項を管財係まで報告してもらう。必要であれば他市の 
        視察も考える。 

 
第５回 
   ・平成２８年 ７月２８日（木） 
   内容：① 先進地視察について 
        視察日程は８月１０日（水）で確認 
        北本市への質問事項の摺り合わせ。 

 
―――――――――平成２８年 ８月１０日（水） 北本市視察――――――― 

 
第６回 
   ・平成２８年１０月 ６日（木） 
   内容：① 先進地視察の総括について 
        北本市視察を終えての感想 
        次回は１１月８日（火）に茨城県稲敷市を視察 
      ② 用途地域について説明 
        現在の本庁舎敷地は第１種住居地域のため、事務所（市庁舎）

については延床面積３，０００㎡以上の建築が出来ない。 
        安高跡地は第２種住居地域のためその縛りはない。 
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―――――――――平成２８年１１月 ８日（火） 稲敷市視察――――――― 

 
第７回 
   ・平成２９年 ５月 １日（月） 
   内容：①  旧庁舎・中庁舎の取り壊し後の事も考えて、用途地域を 
        変更することは可能か。 
        簡単に変更できるものではない。 
      ②  現時点で市長に中間報告を上げた方が良いのでは。 
        建設費が不明なので財源も確定しない。まだ報告には早い。 
        事前準備組織は終了として、本格的な検討組織に移行した方 

が良いのでは。 
      ③ 今年度よりメンバーも多少変更となったことから、時期を調 

整し小諸市役所の視察に伺い、その後、建設費・財源などを整 
理して市長に報告をあげ、本格的な検討組織に移行したい。 

 
―――――――――平成２９年 ６月２８日（水） 小諸市視察――――――― 

 
第８回 
   ・平成２９年 ８月２１日（月） 

結論：① 現時点において、場所は旧安中高校跡地への移転が現実的。 
      ② 規模については、全ての部署を建替庁舎に集中させることが 
        合理的な業務運営を行うには行政機能としては理想。ただ、 
        広範な地理もあり、松井田庁舎は比較的新しい建物であるこ 

とから、その有効活用も考慮し、分庁方式を含めた検討を今後 
詳細に行って行くことが必要。 

③ 財源については庁舎建設基金・地域振興基金・地方債で賄う。 
（合併特例債の利用は不可能）庁舎建設基金は平成２８年度 
より１億円の積み立てを開始。今後も毎年１億円程度を積み 
立てる予定。地域振興基金は平成３７年度で償還が終了する 
予定であり、その後は全額が使える。２つの基金で足りない 
部分を地方債で賄うこととなるが、完成年度が早いほど地方 
債は増加する。 

④ 構造は RC（鉄筋コンクリート造）、SRC（鉄骨鉄筋コンクリ 
ート造）のどちらでも建設は可能。 
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安中市庁舎に関わる市民懇談会 資料８
現庁舎の概要（令和２年３月３１日現在）

旧庁舎 中庁舎 保健センター 西庁舎 新庁舎

竣工（和暦） 昭和３４年 昭和４４年 昭和６１年 昭和３９年 平成１３年 平成４年 昭和５８年 平成９年
竣工（西暦） 1959 1969 1986 1964 2001 1992 1983 1997
経過年数 ６０年 ５０年 ３３年 ５５年 １８年 ２７年 ３６年 ２２年
構造 ＲＣ造 ＲＣ造 ＲＣ造 ＲＣ造／鉄骨造 ＲＣ造 ＲＣ造 ＲＣ造 ＲＣ造
階数 ３階・ＰＨ１ ３階 ３階 ２階 ３階 ２階 ３階 ２階
延床面積（㎡） 3,438.00 1,073.20 918.42 537.93 2,410.91 5,657.66 1,511.99 758.25
建築面積（㎡） 762.81 347.76 1,228.86

地下 書庫 - - - - 休憩室・機械室 - -
福祉課 土木課 保健指導室 磯部土地改良区 市民課 総務管理課 上水道事務課 環境政策課
子ども課 都市整備課 国保年金課 住民福祉課 上水道工務課 クリーンセンター

市民生活課 農業委員会 税務課 農林課 下水道課
建築住宅課 収納課 観光課
防災無線室 会計課 地域創造課
秘書課 企画課 健康づくり課 保護司会事務室 介護高齢課 教育委員会 会議室 会議室
行政課 財政課 栄養指導室 監査委員事務局 会議室
危機管理課 サーバー室 会議室
市長室 相談室
副市長室 応接室
議会事務局 議員会派室 会議室 議会委員会室
議長室 会議室 職員組合室
議場
議員会派室

配置実職員数 108 73 22 125 121 42 25
ＩＳ値（指標値0.70） 0.14(最小値) 0.34(最小値) - - - - - -
耐震性能ランク Ｄ Ｃ - - - - - -

耐震診断判定
（２次）
（平成18年度）

耐震性能は非
常に低く、大
規模な改修が
必要

耐震性能は低
く、補強が必
要 - - - - - -

クリーンセンター
管理棟

-３階 - --

本    庁
松井田支所 谷津庁舎

１階

２階



安中市庁舎に関わる市民懇談会 資料９ 

 

県内 12 市の庁舎の竣工状況 

 

経過年数の長い順（令和２年３月３１日現在） 

 市 名  竣工年（経過年数）  階  数  

１ 安中市  
   旧庁舎  昭和 34 年（60 年） 

  中庁舎 昭和 44 年（50 年）  

地上 3 階 ・塔屋１階 

地上 3 階 

２ 桐生市  

本  館  昭和 40 年（54 年） 

議事堂  昭和 40 年（54 年） 

新  館  昭和 57 年（37 年）  

地上 4 階・地下１階  

地上 3 階 

地上 7 階・地下 1 階  

３ 渋川市    昭和 41 年（53 年）  地上 3 階  

４ 藤岡市    昭和 42 年（52 年）  地上 2 階  

５ 伊勢崎市  

本 館 

北 館 

東 館  

 昭和 43 年（51 年）  

昭和 62 年（32 年）  

平成 20 年（11 年）  

地上 5 階

地上 4 階

地上 5 階  

６ みどり市  笠懸庁舎  昭和 46 年（48 年）  地上 2 階  

７ 前橋市    昭和 56 年（38 年）  地上 12 階・地下 2 階  

８ 館林市  
  昭和 57 年（37 年）  地上 5 階・地下 1 階 

・塔屋 1 階  

9 沼田市  

       平成５年（26 年） 

 ※令和元年 5 月移転・開所 

※平成 26 年に民間商業施設（旧沼

田サティー）を取得・改修 

参考：旧庁舎 昭和 39 年(55 年) 

地上７階  

 

 

 

(地上 3 階・地下 1 階) 

10 高崎市    平成 10 年（21 年）  地上 21 階・地下 2 階  

11 太田市  
  平成 10 年（21 年）  地上 12 階・地下 1 階・塔

屋 1 階  

12 富岡市  
平成 29 年（ 2 年） 

 参考：旧富岡庁舎 昭和 38 年(56 年) 

地上 3 階  

(地上３階・地下１階) 

 



安中市庁舎に関わる市民懇談会 資料 10 

 

    庁舎整備に関わる計画上の位置づけ（抜粋） 

 

◎第２次安中市総合計画  

…市の全ての計画の基本（最上位）となる計画 

（計画期間：平成 30 年度～令和８年度） 

  基本目標６ 効率的な行財政運営と市民総動のまち 

   ６－５ 効率的な行財政運営 

    ２ 庁舎整備に向けた検討を推進します。 

     ◆庁舎整備の検討推進（Ｐ,121） 

       「防災拠点、避難場所などの機能を備えた庁舎整備に向け、専門の部署

を設置し、本格的な体制による検討と整備を推進します。」 

  

◎安中市公共施設等総合管理計画 

…公共施設等を総合的かつ計画的に管理するための基本指針 

（計画期間：平成 29 年度～令和 38 年度） 

  第 3 章 施設類型別の管理に関する方向性 

   ２ 公共建築物 

    （９）行政系施設 

      ◆施設更新に関する基本的な考え方（Ｐ,50） 

        「庁舎については、予防保全に取り組み計画的な修繕を実施し、長寿

命化を図ります。特に市役所庁舎については、災害時の拠点施設とな

ることも考慮し、建て替えや移転の方策を検討していきます。」 

 

◎新市建設計画 

…合併後の市町の一体化の促進と住民福祉の維持と向上などの方策を

示すもの（計画期間：平成 18 年度～令和７年度） 

 Ⅴ 新市の主要事業 

   ２ 主要事業 

   （５）効率的な行財政運営と市民との協働によるまちづくり 

     ■効率的な行財政運営 

      ②事務の合理化・効率化（Ｐ,45） 

        「また、老朽化の進む庁舎については、防災拠点や避難場所としての

役割を果たし、市民が安心して利用できるよう、大規模な改修や建て

替えを行うとともに、散在している市有施設を集約し、住民サービス

の向上に努めます。」 
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現庁舎の課題として考えられること 

 

〇耐震性の不足 

 ・旧庁舎・中庁舎は、旧建築基準法時（昭和５６年以前）に建てられているため、平成１

８年度に耐震診断をした結果、旧庁舎は「耐震性能は非常に低く、大規模な改修が必要」、

中庁舎は「耐震性能は低く、補強が必要」と評価されています。 

 

〇老朽化 

 ・旧庁舎は昭和 34 年、中庁舎は昭和 44 年に建築され、それぞれ 60 年と 50 年が経過し、

各所の不具合に伴う修繕を繰り返しています。 

 

〇市民利用への配慮不足 

 ・旧庁舎は待合スペースも狭く、プライバシーに配慮した窓口、相談スペースなどが不足

しています。 

 ・高齢者、障がい者、乳幼児連れの人などに対する配慮（ユニバーサルデザイン）が充分

でなく、使いにくい状況にあります。 

 ・庁舎が分散しているため、複数の用事が一度に済まないなど、市民にとって不便な状況

となっています。 

 ・市民活動、交流、休息、情報提供機能をもったスペースが不足しています。 

 

〇防災拠点としての機能不足 

 ・災害が発生した場合、市庁舎は危機管理の拠点として、災害対応への指示や情報発信な

ど充分な機能の発揮が求められますが、耐震性の低い旧庁舎に防災無線や情報通信機器

があることから、防災拠点として機能しない可能性があります。 

 

〇その他 

 ・老朽化対応や省エネ機能がないことにより、庁舎の維持管理コストが増高しています。 

 ・行政情報や各種システムを管理しているサーバーが庁舎の損壊により行政サービスの

提供に支障をきたす危険性があるほか、情報セキュリティや電子化への対応が困難と

なる可能性があります。 

 ・執務スペースが狭く、会議室、書庫などが不足しています。 

 ・議会の傍聴環境や機能的な議場となっていない。 
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安中市役所（旧庁舎・中庁舎） 

耐震診断業務委託報告書の写し（抜粋） 

 

※ この資料は、安中市役所本庁舎のうち、旧庁舎（昭和３４年竣工）及び中庁舎（昭

和４４年竣工）が、旧耐震基準の建築物であることから、耐震改修促進法に基づ

き、平成１８年１２月（旧庁舎）及び平成１９年１月（中庁舎）に実施し、平成

１９年２月２３日に（財）群馬県建設技術センターより判定結果が通知された耐

震診断業務委託報告書の一部を抜粋したものです。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



1

(旧庁舎)



2



3



4



5



6



7



8



9



10



11

（１階部分（コア採取（例））

（１階部分埋め戻し）

(旧庁舎)耐震診断写真

（３階部分配筋確認）

（２階部分配筋確認）
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（２階部分 圧縮強度試験）(１階部分 圧縮強度試験)

（３階部分 圧縮強度試験） （１階部分 中性化試験）
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（中庁舎）



14



15



16



17



18



19



20



21



22



（中庁舎）耐震診断写真
（１階部分 配筋確認）

（１階部分 中性化試験）（１階部分 圧縮強度検査）

（３階部分 コア採取）
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（外壁部分）
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